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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第64期

第３四半期累計期間
第65期

第３四半期累計期間
第64期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 8,016,780 7,526,047 10,901,626

経常利益 (千円) 184,660 93,802 287,142

四半期(当期)純利益 (千円) 144,854 115,244 309,451

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) 2,343,871 2,343,871 2,343,871

発行済株式総数 (千株) 28,373 28,373 28,373

純資産額 (千円) 3,382,455 3,646,608 3,520,195

総資産額 (千円) 10,282,518 10,407,744 10,069,409

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 5.11 4.06 10.91

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ 2.0

自己資本比率 (％) 32.9 35.0 35.0
 

 

回次
第64期

第３四半期会計期間
第65期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.05 0.79
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．関連会社の持分法を適用した場合の投資利益は、利益基準及び剰余金基準から見て重要性が乏しいため、記

載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」について重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期累計期間における我が国経済は、消費税増税後の反動減から緩やかな回復基調にありますが、消

費税増税による実質所得の目減りと天候不順の影響等で個人消費が伸び悩み、日銀の追加金融緩和政策による円

安の影響で、輸入原材料価格の上昇が企業収益を圧迫するなど、景気の下振れが懸念される状況となりました。

当社と関連の深い住宅業界におきましては、消費税増税前の駆け込み需要の反動減が依然続いており、新設住

宅着工戸数は平成26年４月から12月までの累計で前年比12.3％の大幅な減少となりました。

当該期間の業績につきましては、住宅着工の減少によるＭＤＦ販売量の大幅な落ち込みが、秋口より建材向け

製品及びフロアー基材用途向け製品を中心に持ち直しつつありますが、本格的な回復に至らず売上高は減少とな

りました。

　生産面においては、原材料価格の上昇に加え、販売量の落ち込みによる生産量の大幅な減少が、製造原価の固

定費比率を上昇させ、コストアップとなりました。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は75億26百万円（前年同期比6.1%減）、営業利益は１億16百万円

（同 48.1%減）、経常利益は93百万円（同 49.2%減）、四半期純利益は退職給付制度改定益の計上などにより、

１億15百万円（同 20.4%減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

①資産

流動資産は、前事業年度末に比べて２億87百万円増加し、45億63百万円となりました。これは主に現金及び預

金の増加と商品及び製品の増加によるものです。

固定資産は、前事業年度末に比べて51百万円増加し、58億44百万円となりました。これは主に有形固定資産の

減少と投資有価証券の増加によるものです。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて３億38百万円増加し、104億７百万円となりました。
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②負債

流動負債は、前事業年度末に比べて３億28百万円増加し、44億２百万円となりました。これは主に支払手形及

び買掛金の増加と短期借入金の増加及び賞与引当金の減少によるものです。

固定負債は、前事業年度末に比べて１億16百万円減少し、23億58百万円となりました。これは主に退職給付引

当金の減少によるものです。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて２億11百万円増加し、67億61百万円となりました。

③純資産

純資産は、前事業年度末に比べて１億26百万円増加し、36億46百万円となりました。これは主に利益剰余金と

繰延ヘッジ損益の増加によるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費は、38百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,713,700

計 99,713,700
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,373,005 同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
100株であります。

計 28,373,005 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年12月31日 ─ 28,373 ─ 2,343,871 ─ ─
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成26年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 19,000
 

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,330,000
283,300 ―

単元未満株式 普通株式 24,005
 

 

― ―

発行済株式総数 28,373,005 ― ―

総株主の議決権 ― 283,300 ―
 

(注) 「単元未満株式」の株式数欄には、当社所有の自己株式42株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
ホクシン㈱

岸和田市木材町17番地２ 19,000 ─ 19,000 0.07

計 ― 19,000 ─ 19,000 0.07
 

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株（議決権２個）

あります。なお、当該株式数は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
(管理部長)

常務取締役
兼常務執行役員
(管理部長)

西丸 義孝 平成26年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 967,017 1,043,151

  受取手形及び売掛金 1,533,997 1,489,445

  商品及び製品 855,375 1,046,039

  仕掛品 209,120 265,633

  原材料及び貯蔵品 639,394 593,819

  その他 71,345 125,179

  流動資産合計 4,276,251 4,563,269

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械及び装置（純額） 1,437,046 1,366,702

   土地 3,031,507 3,031,507

   その他（純額） 628,800 653,594

   有形固定資産合計 5,097,354 5,051,804

  無形固定資産 14,993 13,026

  投資その他の資産   

   投資有価証券 663,140 765,987

   その他 23,770 19,757

   貸倒引当金 △6,100 △6,100

   投資その他の資産合計 680,810 779,645

  固定資産合計 5,793,157 5,844,475

 資産合計 10,069,409 10,407,744
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,937,215 ※2  2,134,200

  短期借入金 1,000,000 1,200,000

  1年内償還予定の社債 50,000 ―

  1年内返済予定の長期借入金 740,003 705,000

  未払法人税等 1,893 ―

  賞与引当金 103,050 41,800

  その他 241,558 321,296

  流動負債合計 4,073,720 4,402,296

 固定負債   

  長期借入金 1,830,000 1,842,500

  繰延税金負債 196,862 203,896

  退職給付引当金 290,406 124,088

  環境対策引当金 20,005 20,476

  その他 138,219 167,877

  固定負債合計 2,475,493 2,358,839

 負債合計 6,549,213 6,761,136

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,343,871 2,343,871

  利益剰余金 1,142,242 1,200,777

  自己株式 △3,280 △3,336

  株主資本合計 3,482,832 3,541,312

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 30,314 43,016

  繰延ヘッジ損益 7,048 62,279

  評価・換算差額等合計 37,362 105,296

 純資産合計 3,520,195 3,646,608

負債純資産合計 10,069,409 10,407,744
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 8,016,780 7,526,047

売上原価 6,910,115 6,569,260

売上総利益 1,106,664 956,786

販売費及び一般管理費 881,901 840,043

営業利益 224,762 116,743

営業外収益   

 受取利息及び配当金 8,616 16,423

 業務受託料 8,550 11,700

 その他 7,095 9,014

 営業外収益合計 24,261 37,138

営業外費用   

 支払利息 39,551 35,101

 売上割引 12,232 12,366

 その他 12,580 12,611

 営業外費用合計 64,364 60,079

経常利益 184,660 93,802

特別利益   

 投資有価証券売却益 9,508 ―

 退職給付制度改定益 ― 31,387

 特別利益合計 9,508 31,387

特別損失   

 固定資産売却損 7,962 ―

 固定資産除却損 25,654 6,430

 その他 7,005 ―

 特別損失合計 40,621 6,430

税引前四半期純利益 153,547 118,758

法人税、住民税及び事業税 8,692 3,514

法人税等合計 8,692 3,514

四半期純利益 144,854 115,244
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【注記事項】

(追加情報）

退職給付制度の改定

当社は、平成26年４月１日に確定給付企業年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行したことにより、「退職給

付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制

度の一部終了の処理を行い、特別利益として31,387千円を計上しております。

(四半期貸借対照表関係)

１　手形割引高

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形割引高 1,435,739千円 1,610,250千円
 

 

※２ 四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第３

四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計期間末残高

に含まれております。

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

支払手形 ― 4,278千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 187,088千円 172,440千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 42,532 1.50 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 56,708 2.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記

載を省略しております。　

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、ＭＤＦ事業の単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 5円11銭 4円6銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 144,854 115,244

   普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ 

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 144,854 115,244

   普通株式の期中平均株式数(千株) 28,354 28,354
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成27年２月２日

ホ　ク　シ　ン　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中

 
 
 

あらた監査法人
 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　萩森　正彦　印
 

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホクシン株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第65期事業年度の第３四半期会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ホクシン株式会社の平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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